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 平成 29年 4月 7日 

各  位   

                   会 社 名 株式会社ジー・スリーホールディングス 

                  代表者名  代表取締役兼最高管理責任者 長倉統己 

                                     （コード：3647 東証第二部） 

問合せ先 管理部次長  藤井 晃夫 

                        （ＴＥＬ：03－5781－2522） 

 

その他の関係会社その他の関係会社その他の関係会社その他の関係会社の異動に関するお知らせの異動に関するお知らせの異動に関するお知らせの異動に関するお知らせ    

 

平成 27 年 7 月 15 日付、平成 27 年 12 月 18 日付、及び平成 29 年 3 月 23 日付において、

以下のとおり、当社のその他の関係会社に異動が生じておりましたのでお知らせいたしま

す。 

 

１. 異動に至った経緯 

 当社の主要株主及び主要株主である筆頭株主の異動に関して、既に公表している、平

成 27年 7月 15 日付「主要株主である筆頭株主の異動に関するお知らせ」、平成 27 年 12

月 18 日付有価証券報告書（第 5 期）、平成 29年 3月 23 日付「主要株主である筆頭株主

（当社株式の間接保有）の異動に関するお知らせ」を踏まえ、いずれも当該時点におい

て、その他の関係会社の異動も生じていたものと判断したことによるものです。 

 

２. 異動の内容 

 

（１)平成 27年 7月 15 日付異動により新たにその他の関係会社に該当した会社の概要 

名 称 株式会社エスアンドピー 

所 在 地 愛知県名古屋市名東区上社四丁目 44 番地 

代表者の役職・氏名 代表取締役 山田勇次郎  

設 立 年 月 日 平成 12 年 5 月 17 日 

事 業 内 容 広告代理業、有価証券の売買、不動産投資業 

資 本 金 10 百万円 

大株主及び持株比率 佐藤良太 93.0％ 佐藤圭子 7.0％  

上場会社と当該株主の関係 

資本関係 記載すべき事項はありません。 

人的関係 

当該会社の代表取締役は、平成 27 年 7 月 9

日まで当社の取締役に就任しておりました。 

取引関係 記載すべき事項はありません。 

※記載内容は平成 27 年 7月 15 日時点 

※対象会社がその他の関係会社に該当すると判断した理由 

平成 27 年 7 月 15 日付「主要株主である筆頭株主の異動に関するお知らせ」の公表時
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において、対象会社における議決権所有割合が 38.46％と 20％を超過していたことから、

主要株主である筆頭株主の異動に加え、その他の関係会社の異動の記載も必要であった

ことによるものです。 

なお、平成 27年 12 月 18 日付有価証券報告書（第 5 期）、及び平成 28年 11 月 30 日付 

有価証券報告書（第 6 期）においては、対象会社がその他の関係会社である旨の記載を 

行っております。 

 

（２) 平成 27 年 12 月 18 日付異動により新たにその他の関係会社に該当した会社の概要 

名 称 エコ・キャピタル合同会社 

所 在 地 京都府長岡京市長岡二丁目 14番 12 号 

代表者の役職・氏名 代表社員 西宮ソーラー発電合同会社 

設 立 年 月 日 平成 27 年 2 月 25 日 

事 業 内 容 有価証券の保有・運用・売買並びにその他投資業務 

資 本 金 10 百万円 

大株主及び持株比率 

株式会社クラウド 40.0％ 

有限会社 SUN WORLD 30.0％ 

西宮ソーラー発電合同会社 30.0％ 

上場会社と当該株主の関係 

資本関係 

当該会社は、当社株式 18,500,000 株を保有

しております。 

人的関係 

当該会社の代表社員は、当社の関連当事者に

該当しております。 

取引関係 記載すべき事項はありません。 

※記載内容は平成 27 年 12 月 18 日時点 

※対象会社がその他の関係会社に該当すると判断した理由 

平成 27 年 3 月 16 日付「第三者割当による第 8 回行使価額固定型新株予約権の発行に

関するお知らせ」による割当時においては、対象会社は投資業務を目的として設立され、

当社への出資は将来的なキャピタルゲイン獲得を目的としていたことから、その他の関

係会社には該当しないものと判断しておりました。 

しかし、平成 27 年 12 月 18 日に提出した有価証券報告書（第 5期）の作成過程におい

て、当時の会計監査人との協議により、平成 27 年 11 月 11 日付「（訂正）第三者割当に

よる第 8 回行使価額固定型新株予約権の発行に関するお知らせ」において、対象会社の

代表社員である西宮ソーラー発電合同会社が当社の関連当事者に該当していると判断し

たことを踏まえ、対象会社が当社のその他の関係会社である旨の記載を行ったことから、

有価証券報告書の提出時にあわせ、その他の関係会社の異動の公表も必要であったこと

によるものです。 

なお、平成 27年 12 月 18 日付有価証券報告書（第 5 期）、及び平成 28年 11 月 30 日付 

有価証券報告書（第 6 期）においては、対象会社がその他の関係会社である旨の記載を 

行っております。 
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（３)平成 29年 3月 23 日付異動により新たにその他の関係会社に該当した会社の概要 

名 称 株式会社タイズコーポレーション 

所 在 地 東京都港区新橋三丁目 9番 9 号７階 

代表者の役職・氏名 代表取締役 戸村善照 

設 立 年 月 日 平成 12 年 2 月 3 日 

事 業 内 容 

太陽光発電システムの企画、開発、販売、施工、輸出入及びレン

タル 

資 本 金 8 百万円 

大株主及び持株比率 髙田勝也 100.0％ 

上場会社と当該株主の関係 

資本関係 記載すべき事項はありません。 

人的関係 記載すべき事項はありません。 

取引関係 記載すべき事項はありません。 

※記載内容は平成 29 年 3月 23 日時点 

※対象会社がその他の関係会社に該当すると判断した理由 

エコ・キャピタル合同会社をその他の関係会社に該当するものとしたことに伴い、平

成 29 年 3 月 23 日付「主要株主である筆頭株主（当社株式の間接保有）の異動に関する

お知らせ」の公表時において、対象会社における議決権所有割合（間接保有）が 26.93％

と 20％を超過していたことから、主要株主である筆頭株主の異動に加え、その他の関係

会社の異動の記載も必要であったことによるものです。 

 

３. 異動前後における議決権の数及び議決権所有割合 

 

（１） 株式会社エスアンドピー 

平成 27 年 7 月 15 日付異動時点の状況  

 

議決権の数（所有株式数）及び 

総株主の議決権の数に対する割合 属性 

直接所有分 合算対象分 合計 

異動前 
－ － － － 

異動後 

（平成 27年 7月 15 日時点） 

282,712 個 

（28,271,200 株） 

38.46％ 

－ 

282,712 個 

（28,271,200 株） 

38.46％ 

主要株主である 

筆頭株主及び 

その他の関係会社 

※平成27年7月15日時点の発行済株式総数               73,508,601株 

総株主の議決権の数に対する割合は小数点第三位を四捨五入しております。 
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平成 29 年 4 月 7 日現在の状況 

 

議決権の数（所有株式数）及び 

総株主の議決権の数に対する割合 属性 

直接所有分 合算対象分 合計 

（平成 29年 4月 7日現在） 

108,209 個 

（10,820,900 株） 

15.75％ 

－ 

108,209 個 

（10,820,900 株） 

15.75％ 

主要株主及び 

その他の関係会社 

（注 1） 

※議決権を有しない株式として発行済株式総数から控除した株式数    7,714,000株 

平成29年4月7日時点の発行済株式総数                76,408,601株 

総株主の議決権の数に対する割合は小数点第三位を四捨五入しております。 

（注１）平成 28年 8月 3日付「株式の売出し及び主要株主である筆頭株主の異動に関する

お知らせ」により、対象会社は、主要株主である筆頭株主から主要株主となり、総株主

の議決権の数に対する割合は 20％を下回りましたが、平成 28年 8 月期は対象会社に対す

る自己株式の処分、平成 29 年 8 月期は対象会社からの資金の借入取引があるため、引き

続きその他の関係会社に該当している旨の判断を行っております。 

 

（２） エコ・キャピタル合同会社 

平成 27 年 12 月 18 日付異動時点の状況 

 

議決権の数（所有株式数）及び 

総株主の議決権の数に対する割合 属性 

直接所有分 合算対象分 合計 

異動前 

185,000 個 

（18,500,000 株） 

28.59％ 

－ 

185,000 個 

（18,500,000 株） 

28.59％ 

主要株主 

異動後 

（平成27年 12月 18日時点） 

185,000 個 

（18,500,000 株） 

28.59％ 

－ 

185,000 個 

（18,500,000 株） 

28.59％ 

主要株主及び 

その他の関係会社 

※議決権を有しない株式として発行済株式総数から控除した株式数    8,800,000株 

平成27年12月18日時点の発行済株式総数                73,508,601株 

総株主の議決権の数に対する割合は小数点第三位を四捨五入しております。 

 

平成 29 年 4 月 7 日現在の状況 

 

議決権の数（所有株式数）及び 

総株主の議決権の数に対する割合 属性 

直接所有分 合算対象分 合計 

（平成 29年 4月 7日現在） 

185,000 個 

（18,500,000 株） 

26.93％ 

－ 

185,000 個 

（18,500,000 株） 

26.93％ 

主要株主である 

筆頭株主及び 

その他の関係会社 

（注 2） 
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※議決権を有しない株式として発行済株式総数から控除した株式数    7,714,000株 

平成29年4月7日時点の発行済株式総数                76,408,601株 

総株主の議決権の数に対する割合は小数点第三位を四捨五入しております。 

（注 2）平成 28 年 8 月 3日付「株式の売出し及び主要株主である筆頭株主の異動に関する

お知らせ」により、対象会社の属性は、主要株主である筆頭株主及びその他の関係会社

となっております。 

 

（３） 株式会社タイズコーポレーション 

平成 29 年 3 月 23 日付異動時点の状況 

 

議決権の数（所有株式数）及び 

総株主の議決権の数に対する割合 属性 

直接所有分 合算対象分 合計 

異動前 － － － － 

異動後 

（平成 29年 3月 23 日時点） 

－ 

185,000 個 

（18,500,000 株） 

26.93％ 

185,000 個 

（18,500,000 株） 

26.93％ 

主要株主である 

筆頭株主及び 

その他の関係会社

（間接保有） 

※議決権を有しない株式として発行済株式総数から控除した株式数    7,714,000株 

平成29年3月23日時点の発行済株式総数                76,408,601株 

総株主の議決権の数に対する割合は小数点第三位を四捨五入しております。 

（異動後の合算対象分は，エコ・キャピタル合同会社の所有分であります。） 

 

平成 29 年 4 月 7 日現在の状況 

 

議決権の数（所有株式数）及び 

総株主の議決権の数に対する割合 属性 

直接所有分 合算対象分 合計 

（平成 29年 4月 7日現在） － 

185,000 個 

（18,500,000 株） 

26.93％ 

185,000 個 

（18,500,000 株） 

26.93％ 

主要株主である 

筆頭株主及び 

その他の関係会社

（間接保有）（注 3） 

※議決権を有しない株式として発行済株式総数から控除した株式数    7,714,000株 

平成29年4月7日時点の発行済株式総数                76,408,601株 

総株主の議決権の数に対する割合は小数点第三位を四捨五入しております。 

（合算対象分は，エコ・キャピタル合同会社の所有分であります。） 

（注 3）平成 29 年 3 月 23 日付異動から変更はありません。 

 

４. 開示対象となる非上場の親会社等の変更の有無等 

 該当事項はありません。 
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５. 今後の見通し 

 支配株主等に関する事項等につきましては確認中であり、改めて速やかにお知らせい

たします。 

 

６. その他 

 本件につきましては、平成 27 年 7 月 15 日付、及び平成 29 年 3 月 23 日付の公表にお

いて、その他の関係会社の異動に関する記載がなされていないとともに、平成 27 年 12

月 18 日付有価証券報告書の提出時において、その他の関係会社の異動の公表がなされ

ておりませんでした。 

株主・投資家、また市場関係者の皆さまにお詫びを申し上げるとともに、今後におき

ましては、適時開示制度の信頼性確保の重要性を一層認識すると共に、万全の体制を以

って取り組み、適正な情報開示に努めて参る所存です。 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


